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久留米市企業局公告 第３５号 

 

 

公募型プロポーザル方式による業者選定実施公告 

 

久留米市企業局放光寺浄水場運転管理業務委託について、公募型プロポーザル方式により

業者の選定を行うので、次のとおり公告する。 

 

    令和 元年１１月 １日 

久留米市企業管理者 徳永 龍一     

 

 

１．業務の概要 

(1) 業務名  久留米市企業局放光寺浄水場運転管理業務委託 

 

(2) 業務内容 業務の内容は、浄水管理センター職員が指示する次の業務とする。 

  なお、業務の詳細については、技術提案資料に記載のとおりとする。 

（１）取水、浄水、送水、配水及び排水処理施設の各種機械、電気設備の監視及び運      

   転 

（２）浄水処理及び排水処理に伴う中央管理室及び現場における機器等の操作・監

視・記録 

（３）加圧脱水機運転及び監視・記録 

（４）場内外施設の巡視点検記録 

（５）日常点検及び簡易な補修 

（６）業務に関する日誌等の記録整理、その他業務に関連する文書等の作成 

（７）水質計器のモニターチェックに伴う水質検査 

（８）各施設の監視（防犯センサー、ＩＴＶ、ウエブカメラ） 

（９）魚類監視装置の監視及び清掃 

（１０）外部機関からの情報収集 

（１１）浄水処理薬品の受入れ検収 

（１２）事故・故障・異常発生時の対応、及びその内容の把握と浄水管理センター職員

への連絡・記録 

（１３）高度な専門技術及び費用を伴わない簡易な修理・復旧作業 

（１４）施設内での簡易作業及び清掃 

（１５）施設内各機器・操作卓・現場操作盤等の清掃 

（１６）緊急時対応（１次対応） 

（１７）前各号のほか付随する業務で、必要に応じ指示する業務 

 

(3) 業務期間 

 （１）業務委託準備及び研修、引継ぎ期間 

契約締結の日より、自己の負担と責任において業務従事者の確保を行い、万全の

準備をするものとする。 

また、令和２年１月１日から令和２年３月３１日までの間は、自己の負担での研

修及び引継ぎ期間とする。 

（２）業務委託期間 

令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間 

 

 

 



2  

(4) 業務場所 久留米市山本町豊田６１４ 放光寺浄水場 

業務の範囲は、浄水管理センターが管理する下記の施設とする。 

太郎原取水口・太郎原取水場・放光寺浄水場・山本配水池・藤山配水場・高良内

配水池・上津流量調節弁室・１系流量調整弁室・２系流量調整弁室・西部配水場・

下田ポンプ所・石垣配水池・石垣ポンプ場・田主丸吉本残塩モニター・長門石残塩

モニター・西青木自動水質監視装置 

 

２．予算額 

（１）本業務委託の予定価格は、次のとおりである。 

予定価格    ５１１，６４０，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

（２）本業務委託の最低制限価格は、次のとおりである。 

最低制限価格  ３８３，７３０，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

（３）留意事項 

ア． 見積書に記載してある見積合計額（消費税及び地方消費税抜き）が予定価

格（消費税及び地方消費税抜き）を超えた場合は失格とする。 

イ． 見積書に記載してある見積合計額（消費税及び地方消費税抜き）が最低制

限価格（消費税及び地方消費税抜き）を下回った場合は失格とする。 
 

３．参加資格 

１の業務に係る公募型プロポーザル（以下「プロポーザル」という。）に参加することが

できる者は、プロポーザル参加申込書の提出締切時点で、次に掲げる要件に該当する者と

する。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６ 号）第１６７ 条の４に該当しない者で

あること。 

(2) 久留米市から指名停止措置を受けてないこと。 

(3) 国税（法人税又は所得税及び消費税をいう。）を完納していること。 

(4) 久留米市の競争入札に参加しようとする者（本店又は支店等）の所在地の区分に応

じ、次に定める地方税等を完納していること。ただし、その所在地が福岡県外である者

を除く。 

・ 久留米市 県税並びに市税 

・ 福岡県内の久留米市以外の市町村 県税 

(5) 手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営

状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

(6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４ 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者でないこと、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと、又は法人であってその

役員が暴力団員である者でないこと。 

(8) 法人として登記されている者で、九州に営業所等を置く団体であること。 

(9) 自社で雇用している水道技術管理者および水道施設管理技士２級以上を有する総

括責任者を配置できること。 

(10) 参加申込書の提出締め切り日から過去１０年以内に、２年以上継続して、元請とし

て公称施設能力５０，０００㎥/日を超える沈殿ろ過方式での浄水場運転管理業務

の受託実績があること。 
 

４．選考方法 

上記３の参加資格を満たしているプロポーザル参加者による企画提案書等の書面審査及

びヒアリングの審査を行い、その内容を久留米市企業局放光寺浄水場運転管理業務委託

プロポーザル審査委員会において評価し、候補者の選定を行う。 



3  

 

５．応募手続等 

(1) 担当部局（書類の提出先及び問い合わせ先） 

〒８３９－０８２７ 

久留米市企業局上下水道部浄水管理センター  

福岡県久留米市山本町豊田６１４  

電話番号   ０９４２－４３－５８２６ 

ＦＡＸ番号  ０９４２―４３－７９１０ 

電子メール  suidokan@city.kurume.fukuoka.jp 

 

(2) 実施要項等の交付 

実施要項、仕様書等の資料の交付については、次のとおりとする。 

① 交付期間 

令和 元年１１月 １日（金）から同月１１日（月）までの午前８時３０分から午後

５時１５分まで。ただし、土日祝日を除く。 

② 交付場所 

上記５(1)に同じ。（市ホームページでもダウンロード可） 

 

(3) 実施要項等に対する質問期限及び回答 

① 質問方法 

質問書（様式－９）のデータを添付した電子メールを送信し、着信確認の電話連絡を行

うこと。 

② 質問期限 

令和 元年１１月２０日（水）１７時１５分までに必着 

③  回答方法 

令和 元年１１月２２日（金）までに、質問書に記載したメールアドレス宛に電子メー

ルで回答するとともに、必要に応じて市ホームページに掲載する。 

 

(4) 企画提案書等の提出 

プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる提出書類を提出すること。 

①  提出書類 

ア 参加申込書 （様式―１）     １部（添付書類含む） 

【添付書類】 

(1)役員等調書及び照会承諾書（様式－２） 

(2)登記事項全部証明書 

 (3)納税等証明書 

 (4)水道技術管理者および水道施設管理技士２級以上の資格を有することの証し 

及びその当該者が団体所属していることを示す証明書等の写し 

(5)浄水場運転管理業務の受託実績を示す契約書の写し 

イ 団体概要（様式―５） 

【添付書類】 

(1)直近２ヵ年度分の決算関係書類の写し（貸借対照表及び損益計算書又は決算書） 

(2)定款、規約等 

ウ 企画提案書 （表紙：様式―６） １０部 

提案書の構成は、別紙『久留米市企業局放光寺浄水場運転管理業務委託に係るプ

ロポーザル審査評価基準』によること 

エ 価格提案書 （様式―７）     １部 

長形３号の封筒に入れ、印鑑で封筒の綴じ目３箇所に封印をして提出すること 

オ 委任状   （様式―８）     １部 

②  提出場所 上記５(1)に同じ 

mailto:wgjyosui@city.kurume.hukuoka.jp
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［納税等証明書］ 

申請者区分に従って○がついている証明を提出。 

 入札等権限を委任する場合、申請者区分は、受任者の営業所の所在地で考えること。 

申請者区分 税区分 

証明書 

発行所 
法人 

市
外
（
県
外
） 

市
外
（
県
内
） 

市
内
・
準
市
内 

 税目 

○ ○ ○ 国税等 

法人税、所得

税、消費税及

び地方消費税 

所轄 

税務署 

国税に未納が 

ない証明 

（納税証明書その 3の 3） 

－ ○ ○ 福岡県税 
法人事業税、 

個人事業税 
福岡県税 

事務所 

福岡県税に 

未納がない証明 

－ － ○ 久留米市税 

法人市民税、 

市県民税、 

固定資産税、 

軽自動車税 

久留米市 
久留米市税に 

滞納がない証明 

（例１：市内・法人の場合、「国税等」「福岡県税」「久留米市税」の証明を提出） 

（例２：県外の営業所で申請される法人の場合、「国税等」の証明を提出） 

 

③  提出期間及び時間 

  ア 参加申込書、オ 委任状については、 

令和 元年１１月 １日（金）から令和 元年１１月１１日（月）１７時１５分まで 

  イ 団体概要、ウ 企画提案書、エ 価格提案書については、 

令和 元年１１月２５日（月）から令和 元年１２月 ２日（月）１７時１５分まで 

④  提出方法 

持参又は郵送にて提出すること。なお、郵送の場合は、受け取り日時及び配達されたこ

とが証明できる方法によることとし、③に記載する提出期限内に到着したものに限り受け

付ける。郵便事故等については、市はその責めを負わない。 

 

(5) 企画提案に係るヒアリング 

実施日 令和 元年１２月１６日（月）予定 

（応募者が多数の場合は、別途審査日を設ける場合がある。） 

 

(6) 審査結果通知 

ヒアリングを行った全ての者に対し、審査結果を通知する（様式―１１、様式－１２） 

 

(7) 失格となる場合 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。なお、失格となった場合は、別

途通知する。 

ア 参加資格要件を満たしていない場合又は満たさなくなった場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合、または提出書類に不備があった場合 

ウ 実施要項で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の

条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

オ ヒアリングを正当な理由なく欠席した場合 

カ 価格提案書の金額が、「２．予算額」の予定価格を超過した場合 

   キ 価格提案書の金額が、「２．予算額」の最低制限価格を下回った場合 

 

６．その他 

詳細は、実施要項、仕様書によるため、参加希望者は必ず確認すること。 


